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議案第60号 

 

令和７年度倉吉市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和７年度倉吉市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 令和７年度倉吉市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量

を次のとおり補正する。 

（科 目） （既決予定額）    （補正額）   （ 計 ） 

(３) 建設改良事業    

イ 管渠事業 420,753千円 16,000千円 436,753千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 770,515千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 32,124千円及び当年度分損益勘定留保資金 

738,391千円で補填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 771,969

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 33,578千円及び当年度分損益勘定留保

資金 738,391千円で補填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。 

（科 目） （既決予定額）   （補正額）   （ 計 ） 

収  入 

第３款 資本的収入 1,476,452千円 14,546千円 1,490,998千円 

 第１項 企業債 1,079,300千円 16,100千円 1,095,400千円 

 第２項 出資金 190,147千円 △ 1,554千円 188,593千円 

支  出 

第４款 資本的支出 2,246,967千円 16,000千円 2,262,967千円 

第１項 建設改良費 608,127千円 16,000千円 624,127千円 
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（企業債の補正） 

第４条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補

正する。 

起債の目的 

補 正 前 補 正 後 

限度額 
起債の 

方法 
利 率 償還の方法 限度額 

起債の 

方法 
利率 

償還の 

方法 

下水道事業費

(建設改良分) 

358,600

千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

年10.0％

以内（ただ

し、利率見

直し方式で

借り入れる

資金につい

て、利率の

見直しを行

った後にお

いては、当

該見直し後

の利率） 

40年以内（内

据置５年以内）

その他は、借入

先の融資条件に

よる。 

ただし、企業

財政その他の都

合により繰上償

還又は低利に借

り換えることが

できる。 

374,700

千円 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

 

 

令和７年８月２５日提出 

倉吉市長 広田 一恭 
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収　入 単位　千円

款 項 目 補正額 備　考

３ 資本的収入 14,546

１ 企業債 16,100

１ 企業債 16,100

２ 出資金 △ 1,554

１ 他会計出資金 △ 1,554

支　出 単位　千円

款 項 目 補正額 備　考

４ 資本的支出 16,000

１ 建設改良費 16,000

１ 管渠建設改良費 16,000

令和７年度　倉吉市下水道事業会計補正予算実施計画

資本的収入及び支出
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単位　円

１　固　定　資　産
 (１) 有形固定資産
　　 イ 土　地 242,388,295
　　 ロ 建　物 546,933,938
　　　　減価償却累計額 △ 126,549,039 420,384,899
　　 ハ 構 築 物 34,103,435,026
　　　　減価償却累計額 △ 6,687,113,011 27,416,322,015
　　 ニ 機械及び装置 1,709,948,754
　　　　減価償却累計額 △ 805,606,145 904,342,609
　　 ホ 車両運搬具 2,707,654
　　　　減価償却累計額 △ 1,083,099 1,624,555
　　 ヘ 工具、器具及び備品 5,016,557
　　　　減価償却累計額 △ 1,224,216 3,792,341
　　 ト 建設仮勘定 293,060,097
　　有形固定資産合計 29,281,914,811
 (２) 無形固定資産
　　 イ 施設利用権 1,126,841,500
     ロ 電話加入権 4,240,000
　　無形固定資産合計 1,131,081,500
（３）投資その他の資産
　　 イ 出資金 500,000
　　投資その他の資産合計 500,000
　固 定 資 産 合 計 30,413,496,311

２　流　動　資　産
 (１) 現金・預金 64,310,427
 (２) 未 収 金 20,418,907
　　　貸倒引当金 △ 1,078,000 19,340,907
　流 動 資 産 合 計 83,651,334

資　産　合　計 30,497,147,645

令和７年度　倉吉市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月31日現在見込）

資 　産 　の 　部
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単位　円

３　固　定　負　債
 (１) 企 業 債
　　 イ 建設改良費等の財源に 14,158,452,298
　　 　 充てるための企業債
　　 ロ その他企業債 8,994,326
　　企業債合計 14,167,446,624
 (２) 引 当 金
　　 イ 退職給付引当金 43,330,197
　　引当金合計 43,330,197
　固 定 負 債 合 計 14,210,776,821

４　流　動　負　債
 (１) 企 業 債
　　 イ 建設改良費等の財源に 1,593,509,570
　　 　 充てるための企業債
　　 ロ その他企業債 6,040,937
　　企業債合計 1,599,550,507
 (２) 未 払 金 9,116,000
 (３) 引 当 金
　　 イ 賞与引当金 9,158,000
　　 ロ 法定福利費引当金 1,861,000
　　引当金合計 11,019,000
 (４) 預 り 金 9,100,000
　流 動 負 債 合 計 1,628,785,507

５　繰　延　収　益
 (１) 長期前受金
　　 イ 国県補助金 11,074,249,097
　　　　収益化累計額 △ 2,396,296,890 8,677,952,207
　　 ロ 他会計補助金 1,937,953,908
　　　　収益化累計額 △ 460,805,407 1,477,148,501
　　 ハ 受贈財産評価額 1,511,927,710
　　　　収益化累計額 △ 298,397,899 1,213,529,811
　　 ニ 受益者負担金分担金 1,608,081,562
　　　　収益化累計額 △ 330,363,768 1,277,717,794
　　 ホ 工事負担金 7,423,000
　　　　収益化累計額 0 7,423,000
　　長期前受金合計 12,653,771,313
　繰 延 収 益 合 計 12,653,771,313

負　債　合　計 28,493,333,641

６　資　本　金 2,075,987,072

７　剰　余　金
 (１) 資本剰余金
　　 イ 国県補助金 97,954,219
　　 ロ 他会計補助金 9,018,454
　　 ハ 受贈財産評価額 2,994,544
　　 ニ 受益者負担金分担金 6,275,938
　　資本剰余金合計 116,243,155
 (２) 利益剰余金
　　 イ 当年度未処理欠損金 188,416,223
　　利益剰余金合計 △ 188,416,223
　剰 余 金 合 計 △ 72,173,068

資　本　合　計 2,003,814,004

負 債 資 本 合 計 30,497,147,645

負 　債 　の 　部

資 　本 　の 　部
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単位　円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
 (１) 当年度純利益 0
 (２) 当年度分損益勘定留保資金
　　 イ 減価償却費 1,282,086,000
　　 ロ 固定資産除却費 859,000
　　 ハ 長期前受金戻入額(△) △ 544,554,000
　　当年度分損益勘定留保資金　計 738,391,000
 (３) 引当金の増加・減少(△は減少)

　　 イ 退職給付引当金の増減額 9,427,571
　　 ロ 賞与引当金の増減額 276,000
　　 ハ 法定福利費引当金の増減額 57,000
　　 二 貸倒引当金の増減額 △ 226,000
　　引当金の増加・減少　計 9,534,571
 (４) 資産及び負債の増減(業務活動に伴うもの)

　　 イ 未収金の増減額(△は増加) 1,736,914
　　 ロ 未払金の増減額(△は減少) △ 34,507,884
　　資産及び負債の増減　計 △ 32,770,970
 (５) その他業務活動以外のもの
　　 イ 支払利息 175,848,000
　　その他業務活動以外のもの　計 175,848,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー　小計 891,002,601

 (６) 投資活動、財務活動以外のもの
　　 イ 利息の支払額(△) △ 175,848,000
　　 ロ 短期貸付けによる支出(△) △ 1,000,000
　　 ハ 短期貸付金の返済による収入 1,000,000
　　その他業務活動以外のもの　計 △ 175,848,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー　計 715,154,601

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
 (１) 有形固定資産の取得による支出(△) △ 499,449,000
 (２) 無形固定資産の取得による支出(△) △ 73,288,000
（３）国県補助金による収入 170,137,000
 (４) 他会計補助金による収入 7,841,000
 (５) 受益者負担金分担金による収入 6,852,000
 (６) 工事負担金による収入 3,363,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 384,544,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
 (１) 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,095,400,000
 (２) 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出(△) △ 1,637,840,000
 (３) 他会計からの出資による収入 188,593,000
　財務活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 353,847,000

４　資金増減額(△は減少) △ 23,236,399

５　資金期首残高 87,546,826

６　資金期末残高 64,310,427

令和７年度　倉吉市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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令和７年度 倉吉市下水道事業会計に関する書類の注記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

イ たな卸資産（貯蔵品） 

  当年度該当事項なし 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

  定額法 

   ・耐用年数  建物        ８～50年 

構築物       10～50年 

機械及び装置    ６～50年 

車両運搬具     ４～５年 

工具器具及び備品  ２～17年 

 ロ 無形固定資産 

  定額法 

   ・耐用年数  施設利用権       35年 

ソフトウェア      ５年 

 ハ リース資産 

   所有権移転ファイナンス・リース取引 

 ・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

(３) 引当金の計上方法 

イ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末の債権残高（見込額）に過去３か年の貸

倒実積率を乗じて得た額を回収不能見込額として計上している。 

ロ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における全職員（同日における退職者を除

く。）が自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当（水道事業及

び下水道事業において負担すべきものとして水道事業及び下水道事業に従事した期間（下水

道事業においては、地方公営企業法を適用した日からに限る。）で按分したもののうち下水

道事業において支給された給料の額で按分したものに限る。）の総額を計上している。 

ハ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における在職職員が翌年度も引

き続き在職した場合の当年度の負担に属する額（翌年度６月期の支給見込額のうち12～３月分

に相当する額）を計上している。 

ニ 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、賞与引当金の額に対す

る法定福利費相当額を計上している。 
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(４) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

  税抜方式 

(５) 会計方針の変更 

  当年度該当事項なし 

(６) 表示方法の変更 

  当年度該当事項なし 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

(１) 重要な非資金取引（翌年度以降のキャッシュ・フローに重要な影響を与えるもの） 

イ 現物出資の受入による資産の取得 

  当年度該当事項なし 

 ロ 資産の交換 

  当年度該当事項なし 

 ハ ファイナンス・リース取引による資産の取得 

  当年度該当事項なし 

 ニ ＰＦＩ契約等による資産の取得 

  当年度該当事項なし 

 

３ 予定貸借対照表等に関する注記 

(１) 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

 イ 担保に供している資産 

  当年度該当事項なし 

 ロ 担保に係る債務 

  当年度該当事項なし 

(２) 後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項 

当年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担する額は、32,477,710円である。（こ

の企業債の償還に対する一般会計が負担する利息額は、7,183円である。） 

(３) 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

 イ 保証債務に関する事項 

倉吉市水洗便所改造資金融資要綱に基づき、金融機関から水洗便所改造資金の融資を受け

る者の債務を保証している。保証すべき債務の当年度末残高見込額は、709,500円である。 

 ロ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

  当年度該当事項なし 
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４ セグメント情報に関する注記 

(１) 報告セグメントの概要 

倉吉市下水道事業会計は、下水道法に基づく流域関連公共下水道である公共下水道、特定環

境保全公共下水道と、それ以外の農業集落排水施設、林業集落排水施設を管理していること

から「公共下水道事業（公共）」、「特定環境保全公共下水道事業（特環）」、「農業集落

排水事業（農集）」、「林業集落排水事業（林集）」の４つを報告セグメントとしている。 

(２) 報告セグメントごとの営業収益等 

 当年度（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで） 単位　千円 

項 目 公 共 特 環 農 集 林 集 合 計

 営業収益 894,986 52,301 83,430 298 1,031,015 

 営業費用 1,617,013 127,569 389,125 2,820 2,136,527 

 営業損益 △ 722,027 △ 75,268 △ 305,695 △ 2,522 △ 1,105,512 

 経常損益 3,200 200 300 0 3,700 

 セグメント資産 22,651,358 1,890,312 5,934,674 20,804 30,497,148 

 セグメント負債 21,144,460 1,394,506 5,940,327 14,041 28,493,334 

 その他の項目

 　雨水処理負担金 165,832 2,855 － － 168,687 

 　一般会計補助金 443,274 52,893 223,913 2,076 722,156 

 　一般会計出資金 50,901 3,549 133,056 1,087 188,593  
 

５ 減損損失に関する注記 

(１) 減損の兆候について 

 イ 固定資産のグループ化の方法 

下水道事業に使用している固定資産については、公共下水道、特定環境保全公共下水道それ

ぞれの雨水及び汚水施設並びに農業集落排水施設、林業集落排水施設それぞれの施設ごとに

固定資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、それぞれの施設ごと

の固定資産グループとしている。 

 ロ 認められた減損の兆候の概要 

  減損の兆候は、認められなかった。 

ハ 減損損失を認識するに至らなかった理由 

  当年度該当事項なし 

(２) 減損損失の認識及び測定について 

  当年度該当事項なし 
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６ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

(１) リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引（リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所

有権が借主に移転すると認められない取引）については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を行っている。 

(２) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額 

当年度該当事項なし 

(３) オペレーティング・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額 

   １年内  2,992,824円 

   １年超  4,975,080円 

    計   7,967,904円 

 

７ 重要な後発事象に関する注記 

  当年度該当事項なし 

 

８ その他の注記 

(１) 引当金の取崩し 

イ 貸倒引当金 

当年度において下水道使用料及び受益者負担金を不納欠損するため、貸倒引当金 1,304,000

円を取り崩す予定である。 

ロ 退職給付引当金 

当年度該当事項なし 

ハ 賞与引当金 

  当年度において期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 8,874,182円を取り崩した。 

ニ 法定福利費引当金 

    当年度において賞与引当金を取り崩して支給した期末及び勤勉手当に係る法定福利費を支出

するため、法定福利費引当金 1,800,316円を取り崩した。 
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収　入 単位　千円
款　項 目 節 補正前の額 補正額 計

３ 資本的収入 1,476,452 14,546 1,490,998
　１ 企業債 1,079,300 16,100 1,095,400

１ 企業債 1,079,300 16,100 1,095,400
下水道事業債 1,079,300 16,100 1,095,400 建設改良分 16,100

　２ 出資金 190,147 △ 1,554 188,593
１他会計出資金 190,147 △ 1,554 188,593

一般会計出資金 190,147 △ 1,554 188,593 公共下水道事業分 △ 1,554

支　出 単位　千円
款　項 目 節 補正前の額 補正額 計

４ 資本的支出 2,246,967 16,000 2,262,967
　１ 建設改良費 608,127 16,000 624,127

１ 管渠建設改良 405,710 16,000 421,710
　 費 工事請負費 302,622 16,000 318,622 汚水管渠布設工事 16,000

令和７年度　倉吉市下水道事業会計補正予算事項別明細書

備　考

資本的収入及び支出

備　考
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